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第 1 林業公社の概要 (改革プランP.1 ) 

1 林業公社設立の経緯

設立と目的

設立の背景 l 
O 戦後の高度経済成長により増大する木材需要に応え i
るため、固により進められた拡大造林政策の担い手とし l

て、県が設立

O 昭和 40年 県の全額出摘 (100万円)により、民法に
基づく公益法人として設立

亡、，----' 0 昭和 40年代を中心に 39都道府県で 44公社が設立さ!

O 目的は、森林資源の造成・整備や、森林・林業に関する
普及啓発、林業の担い手の確保育成

事業内容
O 分収林事業:土地所有者との契約により、公社が民有林

の整備を実施し、伐採収益を分収

O 受託事業:県施設の管理等
O 林業労働センタ一事業:担い手対策への助成等

円 3 経営悪化の背景と経営改善に向けた取り組み [ 

分収林の仕組み

O 土地所有者との契約により、公社が費用を負担して森林を整備
O 伐採収入を得るまでの期聞に必要な費用は借入金を充当

[ーのーローにより収支均衡が危ぶまれる

経営改善の取り組み

口経営改善計画(平成9年度)

口事業運営合理化計画(平成 14年度)

口林業公社経営計画(平成 17年度)
二中

=辛 事業規模の縮小(147百万円)や低利資金への借り

換え (5，335百万円)、人件費の削減(274百万円)等

を実施

〉

れ、民有林における人工林整備を推進(現在は 35都道 l
府県で 38公社)

什2 林業公社が果たしてきた役割 卜

口森林資源の充実 → 再生可能な木材資源の充実に寄与

口公益的機能の発揮 → 経済的評価の試算額は年間約 217億円

口雇用の確保 → 雇用者数 (45年間)は延べ約 131万人・日

口県施設の管理 → 施設利用者は累計で 510万人

口林業労働力の確保 → センターを通した新規就業者は 128人

|参考資料:P. 1 5 I 

木材価格の推移(山元立木価格)

昭和 55年 =争 平成 22年

ヒノキ 42，947円1m3 8，128円1m3 (81首下落)
スギ 22， 707円1m3 2，654円1m3 (8机下落)

O こうした取り組みにより、長期収支見込み試算による債務超過額は縮減
約269億円(平成 14年度)=争 約208億円(平成 22年度)

O しかしながら、林業の採算性の悪化により、森林整備に要した投資に
見合った収入を得ることは困難な状況

l参考資料 :P.16，221



第2 現状と課題 (改革プランP.4)

1 森林管理の現状と課題

1 分収林の現状

O 昭和 40年から 8，393haの分収林を設定
O 現在は、生育不良地や山火事跡地などの解除により、
7，762haを管理

O 県内に広く分布し、里山から奥山等にも所在

O 樹種は利用伐期まで時間を要するヒノキの割合が高い。
O 最も高い林齢でも 46年生で、引き続き適切な保育が必要

参考資料:P. 1 7 

2 森林整備の課題

保育作業

O 最も若い林齢は 10年で、分収林の半分以上で保育が必要
O 今後 20年間程度は除伐や間伐などの保育作業が必要

伐採の見通し
O 契約どおりの伐採を行うとした場合

-今後 10 年は年間 50~1 OOha 

-ピーク時には年間 300~500ha

O 供給量の増加が市場に与える影響や林業事業体の処理能力
を考慮した伐期の延長や実施体制の整備が必要

伐採後の再整備
O 分収林は林道等から離れた奥山にも所在
O 伐採時の材の搬出に手聞が掛かるほか、造林・保育の実施に
も条件の悪い箇所が多い。

O 契約どおりに皆伐すると、適切な管理が行われずに荒廃した
森林の増加を招くおそれが高い。

参考資料 :P. 1 7 

事 業 内 廿，.，.，.， 概 要 分収割合

管理面積:7， 663ha 町公社が費用負担し 公社:所有者

分収造林 契約件数:3，336件 て植栽、管理 60: 40 (S40-H9) 99% 

契約者数:4，875人 70州 10-H12)ゴ 1% 

75: 25 (H13) 

管理面積:56ha -育成途上の森林を 公社:所有者

分収育林 契約件数:41件 公社が費用負担して 50:50 (林齢 11-15年) 13首

(2者) 契約者数:45人 管理 30: 70 (林齢 16-25年) 45首

20: 80 (林齢 26-30年) 42略

管理面積 :42ha 1 ・育成途上の森林を、 公社:所有者:オーナー

分収育林 契約口数 :368件 緑のオーナーの費用 10: 40 : 50 (S61-S63、

(緑のオー 契約者数 :417人 負担による協力を得 H6-H10) 49見

ナー制度) ※ 一口 30万円 て公社が管理 10 : 30 : 60 (H1-H5) 51略

将来の森林整備

O 契約満了時には皆伐を行い、跡地は土地所有者が森林整備を行うことが必要
O 土地所有者の意識は高くなく、造林など適切な森林整備が実施されない恐れがある。

分収造林契約者へのアンケート調査 (H22.12) 

(回答470人/対象 1，000人)

契約満了時の森林の取り扱い

口 現時点で判断不可 56首

口 契約延長を望む 27% 

口満期伐採 15% 

うち 跡地に造林する 20九

跡地は何もせず放置 67弘

O 契約終了に当たって、経済的利益を追求する伐採(皆伐)は、公益的機能の発揮の

面から望ましいものではない。

O 将来の管理に多くの労力を要しない、広葉樹林や針広混交林に転換するための契約

変更を、土地所有者と行うことが望まれる。

q
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事業運営

O 事業規模の縮小などにより、毎年度、予算規模を縮減
O 木材価格の低迷により間伐収入が見込めず、必要な経費の自己負担分は
借入金で賄っている状況

借入金償還
O 外部からの借入金は、毎年度、約定により償還が必要
O 必要な財源が確保できず、全て県からの借入金で償還
O 長期収支見通しの試算では、将来的な伐採収入でも、全ての借入金を償
還することは困難

|参考資料 :P、181 

2 債務と資産の現状

宣蓋
O 債務残高は平成 22年度末で 271億6千万円
(うち借入金は 270億 3千5百万円)

重童
4二レ

O 平成 22年度末現在で 269億 3千3百万円
(森林資産は取得原価方式による評価することが、林業公社会計基準 (H23.3全国

森林整備協会策定)により示されている。)

貸借対照表上の債務超過額 2億2千7百万円

(山火事跡地など収支が赤字となる分収林の解除に伴う債務超過)

参考資料:P. 1 9 I 

内
《

U

収支内訳(平成23年度予算)
・分収林事業(総額 668，390千円) (千円)

(収入)|ι. 補助金等 こ ;ぺ 県借入金

1mI!l羽 子山-立三-.a日2
公庫借入金

22，631 

(支出)

ピーク時 914，011(H4) 239，874 (S62) 

借入金残高の内訳(平成22年度末現在) (百万円)

借入先
日本政策 市中金融

山梨県 合計
金融公庫 機関

π金 6，093 1，979 14，706 22.778 

未払い
4，257 4，257 

利息

合計 6，093 1，979 18，963 27，035 

3 債務処理の課題

O 毎年、債務が増加しており、また、現在の分収割合で契約どおり伐採し
た場合は、最終的に約 208億円の債務超過の見込み

O 県からの借入金が大半を占める上、公庫や市中からの借入金についても
県が損失補償

O 新たな公益法人に移行する場合でも、財団法人に必要な純資産3百万円
の確保が困難

O 公社が存続する場合、平成 25年 11月までに 2億2千7百万円の赤字補
填が必要

O 公社が廃止の場合、現行では 270億円の債務処理(公庫・市中金融機関
の繰上償還:約 80億円、県の債権放棄 :約 190億円)が必要



第3 林業公社改革の基本的な考え方について (改革プランP.1 0) 

1 森林整備の方向性について

1 分収林の再整備のあり方

公社設立当時 (S40)の考え方

O 増大する建築用材等を供給する
ため、クヌギやコナラ等の広葉樹か

らスギやヒノキ等の針葉樹の人工

林へ転換

O 林業生産活動を通じて、木材生産
の収益により再整備も含めた適切

な森林整備の実施が可能

。

現在の森林に期待される役割

O 森林は、木材生産だけでなく、様々な

公益的機能を発揮していくことが必要

・水資源のかん養

・山地災害の防止

・地球温暖化の防止 (C02の吸収)

・野生生物の生育環境の確保

じ〉

分収林の再整備のあり方

O 分収林においても、公益的機能の発揮を基本と

して取り組むことが必要

O 一方で、現在の木材価格の伐採収益では、森林

所有者自らによる適切な森林整備は困難な状況

O 分収林の伐採跡地は、土地所有者による着実な

再整備が求められる中で、こうした課題に対応し

ていくことが必要不可欠

くユ
2 基本的な考え方

O これまでの木材生産を目的とした林業経営と、公益的機能の維持増進が両立
できる管理手法に転換する。

O このため、多額の費用が必要な人工林の再整備だけでなく、皆伐による荒廃
を防ぐ観点から、繰り返しの抜き伐りによる広葉樹林化・針広混交林化といっ

た森づくりを導入する。

O これらについて、土地所有者の意向を踏まえながら、契約期間の延長に伴う
契約変更を進めていく。

O 想定される契約満了後の森林の形態は右記のとおり。

口現在の契約期間で皆伐 人工林(所有者が再整備)

伐期 50-55年 20%  1，543ha 

口契約期間を 20年延長 広葉樹林

1/3程度の抜き伐りを 3回 50%  3，860ha 

口契約期間を 40年延長 広葉樹林・針広混交林

1/3程度の抜き伐りを 3回 30%  2，316ha 

詳細はP.5参考資料:P. 20  

必
斗



森林整備の手法と適用面積3 

森林整備の方向性の基本的な考え方に基づき、分収林の将来の森林整備の手法に

ついて、森林の立地条件や土地所有者の意向を勘案し、契約満了の取扱い、契約終

了後の森林の形態について、以下のように想定して、契約変更に取り組んでいく。

O 

契約終了後の森林の形態契約満了の扱い土地所有者の意向森林の立地条件

【契約上の伐期】

人工林現在の契約期間で皆伐
33% 

20% 1，543 ha 伐期 50-55年再造林を行う

将来も人工林として森

58%1林整備することが適当
(土地所有者が費用を負担して再造林1， 467ha 199-也1，467ha 

分収林

広葉樹林
契約期間を20年延長

1/3程度の間伐(抜き伐り)
を3回実施

(7， 719ha x 0.58) 

445 ha 

① 

7，719 ha 

分収造林

7，663ha 
分収育林

56ha 

50% 3，860 ha 36% 67%1再造林を行わない

(間伐を繰り返す聞に天然更新)4.156ha 549-也2，978ha 

445ha x O. 67) 

契約期間を40年延長
広葉樹林・針広混交林

1/3程度の間伐(抜き伐り)
を3回実施 30% 

274ha x 0 

③土地所有者を対象としたアンケート調査(H22.12)での契約期間の延長要望の有無を参考に、契

る割合を 64%と想定 (r現時点で判断不可」

同契約期間の延長を要望しない場合にも広葉樹林化には最低 2

同契約期間を 40年延長することにより、広葉樹に加えて針葉

将来は天然林として

管理することが適当

2，316 ha 

(間伐を繰り返す聞に天然更新)

4 

2，095ha 27与も

64% 契約期間を延長

3，274ha 74 ha 

(7， 719haxO. 42) 

(r現時点で判断不可」との回答を除いた割合とした)約期聞を 40年延長す

契約期間の延長を要望しない場合にも広葉樹林化には最低 20年の期間延長が必要と想定、. 
ノ

、
ノ

②土地所有者を対象としたア

無を参考に、再造林を行わな

-傾斜35度以下

ンケート調査(H2212)での-道路から 200m以内

伐採跡地の造林の意向の有
と、比較的良好な森林58%においては、将

契約期間を 40年延長することにより、広葉樹に加えて針葉樹の天然更新が期待できる。

R
U
 

い割合を 67%と想定

来も人工林として森林整備することが適

①林業生産活動に影響する立地条件が

当であると想定



2 分収割合の見直しについて

1 見直しの必要性

O 林業公社の設立時には、森林整備に要する費用が回収可能な割合として、
分収造林契約の分収割合を公社60:土地所有者40に設定

O これまでの経営改善の取り組みの中で、低利資金への借り換えなどによ
り将来債務の圧縮に努めてきたものの、現在の制度の中では、これまで以

上の将来負担の削減は困難な状況

O 現在の木材価格では、今後得られる伐採収入をすべて充てても、これま

で森林整備に投じた費用は回収できないことから、将来の財政負担を可能

な限り抑制することが必要

O このため、債務処理に多額の県民負担を伴うことについて、土地所有者
の理解を得た上で、分収割合について見直しを行うこととする

2 見直しの内容

O 現行の公社60:土地所有者40の分収造林契約について、公社80: I ~ 

土地所有者20に見直しを行う。 1/

※ 土地所有者が植栽や保育等の費用を負担している分収育林については見直しを行わ

ない。

-6 -

! (他県の状況)

10 全国の 38公社の中で、分収割合の見直し方針を有してい
; るのは 19公社

:0 うち 16公社は、既に見直しの取り組みを実施
:0 見直し後の割合は、公社 70~90 :土地所有者 30-10と幅
i があり、平均は、公社 80:土地所有者 2o

|参考資料 :P.29.30I

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ーー一一一一一一一一一一一一一;
(森林整備に要した費用からの試算)

o 実際の森林整備に公社が負担した額を伐採収入により賄う
; との考え方に基づくと

口 森林整備に係る直接事業費と最小限の間接経費から

国・県からの補助金を差し引いた額 147億円

口 伐採収入見込み総額 178億円

コ 1 47億円..;- 178億円 82. 5%  

キ 公社の分収造林割合 80% 

|参考資料 :p.214I

G 
(見直しの考え方)

口他県の見直し状況(70:30-90: 10)の平均的な水準に

近いものとする

口最低限でも森林整備に要した公社負担分(147億円)

を伐採収入により賄う水準とする

口したがって、土地所有者に一定の割合を求める水準と

して、土地所有者の分収割合(40/100)を1/2とする



闘'

改革の前提としての試算

O 公社の存続を前提に、分収割合を公社 80:土地所有者20とし、契約満了後の
森林の形態を、人工林20%、広葉樹林50%、広葉樹林・針広混交林30%とし

て長期収支の改善状況を試算すると、以下のとおりとなる。

契約満了後の 分収割合
面 積 伐採収入 所有者分収金

森林の形態 (公社・所有者)

現状
人工林

178億円 70億円7，719ha 60:40 
(所有者が再整備)

森林の再整備費用は、国や県の補助金を活用 l

することを想定 ; 

(天然力の活用により費用を低減)

森林の再整備費用
将来長期収支

(園/県/所有者)

112億円
企208億円

( 57億円 /19億円 /36億円)

|参考資料:P. 22  I 

寸易(:
IC平均 9ー/ha

ーーーーーーーーーーーーーーーー、

森林整備の転換 l 
・・・・圃・・・田・圃・・・・・・田・圃・・・・・・・・・・・・・・園田・圃冒・圃回・圃匝・・・・・2 

人工林
36億円 7億円

22億円
企35億円1， 543ha (20%) 80:20 

(所有者が再整備) ( 11億円 /4億円 /7億円)
(平均 454千円/ha

広葉樹林
81億円3， 860ha (50%) 80:20 

(20年延長、抜き伐り)
17億円

61意円 [天然力を活用]

( 3億円/1億円 /2億円)
企96億円

見直し後 (平均 440千円/ha)

針広混交林・広葉樹林
2， 316ha (30早も)

(40年延長、抜き伐り)
51億円 80・20 10億円

[天然力を活用]
企56億円

[平均:432干円/ha)

28億円
7， 719ha d口b勘 計 168億円 80:20 34億円 企187億円

( 14億円 /5億円 /9億円)

合住望竺:P. 23  I 
合 ~ / ¥ 

f分収割合の見直しにより、森林整備の転換(皆伐でない抜き伐り 所有者の分収金は減少するが、森林の

の導入)により伐採収入は減少 再整備に必要な所有者負担も減少 2 1億円の収支改善

¥ -' ノ ¥ ノ

※ ()は、分収林全体の平均の ha当たり単価であり、実際には森林の状況により異なる。
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第4 公社の存廃について (改革プランP.1 3) 

O 公社が存続することは困難

<存続案 1 > 
O外部借入金(公庫・市中)を、県から
の補助、借入金で約定により償還

O財団維持のために県から補助
O補助を続けることで債権放棄を回避

: 財団維持右目的に、公社が多;

額の現金を有しながら、県が;

j 補助を続けることは、財政規;

j 律を無視したものとなる : 

し… |参考資料 :P.24，25

<存続案 2> 
O外部借入金(公庫・市中)を、県から
の補助、借入金で約定により償還

O財団維持のために県から補助

O県からの貸付・補助を継続し、一定期間
後、県貸付金を債権放棄

γ将来的に、古革の取り組盃
: (債権放棄)が改めて必要 ;

iとなり、問題の先送りにす :

:ぎない

:1金考璽型jP.2ー6，27I 

↓ 

公社の存続は困難

1参考資料:P. 28  
O 公社廃止の対応 |詳細はP.9-1 1 

1 廃止に必要な期間 2 体制の整備 3 債務処理

O 公社の廃止・分収林管理の県への移管に当たっては、 O 林務環境事務所ごとに、「林業公社改革推進協 O 公社存続中(平成 28年度までの5年間)は、

土地所有者との分収林契約を県が承継する必要がある。 議会(仮称)Jを設立し、市町村や森林組合、林 公庫・市中借入金の償還に必要な額を、毎年、

O 公社の廃止、分収木の承継は所有者の同意が得られな 業公社造林推進協議会などの関係者の協力体制 県から補助 (25億円)

くても法的には可能であるものの、分収木は共有である を整備 O 現時点における見込みでは、平成29年度の

ため、処分に当たっては土地所有者の同意が必要である。 O 併せて、こうした作業に取り組むための県の実 公社廃止時には、県貸付金 195億円から、

(同意が無ければ伐採ができないことになる。) 施体制として、本庁(森林整備課 3人)、各林 時価評価による資産 12億円を減じた 183 

O 分収割合の見直し、契約期間の延長を行う上で契約変 務環境事務所 (3人)に専任の担当を設置(計 億円の債権放棄の議決を議会にお願いする。

更が必要であることから、公社の廃止・分収木の処分に 1 5名) O 県移行後の最終の収支は41億円の黒字

ついての同意を得ながら契約変更を行う。 O こうした上で、協議会と県との連携を図りなが O 実質的な県負担は約 167億円となる

O 分収割合の見直しは、所有者の収益が1/2となるほ ら、 5年聞を目標として契約変更等を完了する。 ( 183億円 + 25 f!意円 41億円)

か、土地所有者約5千人の中で、相続手続きが行われて O 廃止後の分収林の管理は、県に移管し、県有林 (債権放棄(H24~28 の補助) (Hl07の最終収支)

いないものも相当数あると見込まれる。 との一体的な管理や外部への委託など、効率的な

O このため、公社を公益財団法人に移行の上、一定期間 事業の実施に努める。

(5年程度)、改革に必要な取り組みを実施し、平成 29

年3月を目途に公社を廃止する。

16考資料 P.2 911詳細はP.1 2 |詳細はP.9-11

no 



公社廃止を想定した収支見通し

改革の手法

O 一定期間は公社を存続し、改革の取り組みを実施

O 公社の存続中は、県から補助

o 5年後を目途に公社は廃止、分収林は県へ移管
O 公社廃止時に県貸付金は債権放棄 」

これまでの公社の経営状況

S40-H23 
の計

収入 a 40，349 

県借入金 15，562 

県補助金

収 伐採収入 4 
① 

入 公庫借入金・国補助金他 24，783 
と
支出 b 39，892 

支

出 事業費・管理費等 24，925 

公庫等償還金 14，902 

所有者分収金 66 

収支差 457 

資産 c 27.165 27，167 

うち流動資産 526 528 
資 うち森林資産 26，528 
産
負債 d 27，391 

と
うち公庫借入金 5，873 負

26，528 

27，067 

5，650 

債 うち市中金融緩関借入金 1，880 1，778 

うち県借入金+朱払利息 19，476 19，476 

差引 (純資産) Ic-d A 226 99 

i①公社存続中は、公庫・市中借入金の償還 i
に必要な額を、毎年、県から補助

27，169 27，171 27，172 27，173 

530 531 533 534 

26，528 26，528 26，528 26，528 

26.780 26，501 26，225 25，942 

5.466 5.291 5，122 4，947 

1，675 1.571 1，465 1，357 

19，476 19，476 19，476 19，476 

388 670 947 1，231 

債務残高 (平成 28年度末見込み)

県 1 95f.意円

公庫 49億円

市中 1 4億円

「ーー

Il 
」ーー

ト一一

園町 町酔+ 町

県が引き受け

63億円

公社を廃止し、

(単位百万円) 分収林を県に移管

S40-H28 
の計

a 43，306 

15，562 

2.4901 
15 

25，239 

b 42，840 

25，875 

16，897 

68 

465 

廃止時の森林資産l立時価評価 6億円

その他の現金等の資産

計

6億円

1 2億円

② 公社廃止時には、県貸付金

1 95億円から、時価評価に

よる資産12億円を減じた、

183億円の債権放棄が必

要となる

※債務処理について、第三セクヲ一等改革推進債の活用

を検討したものの、その期限が平成 25年度限りである

9一 ことから、県が債務を承継することとする。



前ページから

i③ 公社廃止により法人管理費
(人件費)を9億円縮減

※ プロパー職員の再雇用先の

確保が必要

一 … ___1
県が分収林を管理 (H29からと仮定して試算)

H29 

収入 a 76 

伐採収入 20 

収 国補助金 56 

入

と
支出 b 504 

支 事業費・管理費 112 

出
公庫等償還金 387 

所有者分収金 5 

収支差 a-b 企 427

H30 . . . . . H43 H44 

88 269 

44 269 

45 O 

501 305 

98 21 

395 227 

8 57 

企 413 ... 36 

④; 

i 
l④ 伐採収入が増加する H44

以降は、収支は黒字となる

見込み

ー 10-

271 

271 

O 

248 

21 

174 

54 

22 

(単位百万円)

-・ a・E H67 . .・司司 H107 
の計

439 13 a 17.118 

439 13 16.157 

。 O 361 

115 3 13.007 

25 1.881 

O 7，690 

89 3 3，436 

324 10 4.111 

ー句ー砂

- 県移行後の最終の収支は41億円の黒字

公社廃止の作業期間 (5年間)に 25億円を補助①

廃止時の債権放棄額は 183億円 ② 

(183 f意円+25億円-41憶円)

実質 約167憶円の県負担となる



公社廃止を想定した収支見通し
(平成28年度まで公社を継続、平成29年3月に廃止し、分収林を県に移管した場合)

[事業主体 林業公社] (単位百万円)

年度 H23までの計 H24 H25 H26 H27 H28 H24-H28の計 H28までの計

収入 40，349 664 610 586 551 545 2，957 43.306 

県借入金 15，562 

県補助金(H24-) 

。 。 D D 。
553 502 488 471 476 

。
2，490 

15.562 

2，490 

一一→|帥放棄額 18.276百万円 | 

伐採収入 4 2 2 2 2 11 1 5 
収 公庫借入金 司補助金徳 24，783 
入 支出 39，892 
と
事業費等 20.094 支

108 106 96 78 68 

662 608 585 550 544 

136 130 118 97 88 

456 

2.948 

570 

25，239 

42，840 

20，663 

出 管理費 4，453 84 78 78 71 71 381 4，834 

公庫・市中償i五金 14，902 442 400 389 381 385 1，995 16，897 

県償還金 378 。 。 。 D 。 D 378 

所有者分担金 661 2 68 

収支の差 457 2 2 2 z 9 465 

資産 27，165 27，167 27，169 27，171 27，172 27，173 

流動資産 526 528 530 531 533 534 

資 固定資産 26，639 26，639 26，639 26，639 26，639 26，639 

産 うち森林 26，528 26，528 26，528 26，528 26.528 26，528 

と 負債 27.391 27，067 26，780 26，501 26，225 25，942 
負 流動負債 31 31 31 31 31 31 
債 固定負債 27，360 27，036 26，749 26，4 70 26，194 25，911 

うち長期借入金 23，010 22，687 22.400 22，120 21，845 21.561 

差引(純資産) A 226 99 388 670 947 1，231 

【事業主体県] {単位百万円)

年度 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 

収入 76 88 85 85 69 75 118 147 243 108 101 140 143 123 269 271 4∞ 317 369 418 430 404 431 429 463 413 370 296 
伐採収入 20 44 4!! 53 4~; 49 93 123 220 93 自由 124 ta担 115 269 z71 400 317 369 418 430 404 431 429 463 413 370 291> 

収 国補助金 56 45 39 32 26 26 25 24 23 15 14 16 13 7 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
入 支出 504 501 501 499 483 493 503 503 518 389 323 327 303 290 305 248 293 283 305 319 317 294 289 280 285 265 223 183 

と 事業費 73 58 54 44 37 37 35 35 33 21 20 22 19 11 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
支 管理費 39 40 40 40 35 30 33 35 40 33 32 35 29 29 21 21 23 18 21 24 25 23 25 24 26 24 17 17 
出 公庫市中償還金 387 395 398 403 403 417 416 410 402 316 252 241 226 227 227 174 190 199 212 212 206 191 178 170 162 149 127 107 

所有者分収金 5 B 自 11 9 10 19 24 43 19 18 30 29 23 57 54 80 66 72 83 自6 80 86 86 96 92 79 59 

収支の差 ... 427 ... 413 ... 416 ... 414 ... 414 企 418 ... 385 ... 356 ... 275 ... 281 ... 222 企 188 ... 160 企 167 企 36 22 107 34 64 99 113 110 142 148 178 149 147 113 

年度 H57 H58 H59 H60 H61 H62 H63 H64 H65 H66 H67 H68 H69 H70 H71 H72 H73 H74 H75 H76 H77 H78 H79 H80 H81 H82 H83 H84 

阪入 285 277 253 245 305 274 331 397 375 437 439 389 486 403 354 322 336 256 231 170 161 132 161 139 198 176 183 225 

伐採取入 285 277 25Z 245 306 z]4 33.1 3自7 375 437 439 389 4A6 40S 305ヰ ~2 2哩6 256 ~ I ， 170 1世1 f32 16 13.9 198 176 18.3 22~ 

収 国補助金 。 D 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
入 支出 151 144 112 96 112 84 93 110 101 116 115 104 139 107 91 85 88 66 61 44 41 36 42 36 53 45 47 58 

と 事業費 。 。 D 。 。 。 。 。 。 。 D D 。 D 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
支 管理費 16 16 14 14 17 16 19 23 21 25 25 22 28 23 20 18 19 15 13 10 自 8 9 8 11 10 10 13 
出

公庫・市中償還金 77 66 47 34 29 14 9 B 5 4 1 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
所有者分収金 58 62 51 49 65 55 66 79 75 87 89 82 111 84 71 67 69 51 47 34 32 29 32 28 42 35 37 45 

収支の差 134 133 141 148 193 189 238 287 274 320 324 285 347 295 263 237 248 190 170 126 120 96 119 103 145 130 136 167 

年度 H85 H86 H87 H88 H89 H90 H91 H92 H93 H94 H95 H96 H97 H98 H99 Hl00 Hl0l Hl02 H103 H104 H105 H106 H107 H108 H29-骨十

収入 184 203 202 161 203 174 153 140 149 112 95 72 64 55 62 44 59 47 34 39 20 18 13 。 17，118 

『規f栗収入 I制 zω 20.2 161 20 局ー_lH.~ll車事 14舟 u事 112 a~ l~ 豊4 55 _ 62 ~4 量S 47 a!l O.9 20 w 13 。 16，757 

収 国補助金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 D 。 。 。 。 。 。 D 。 。 。 361 

入 支出 47 52 53 43 59 46 39 37 39 29 24 19 16 14 16 11 15 12 9 10 5 5 3 。 13.007 

と 事業費 o 。 o o 。 。 。 。 o 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 498 
支 管理費 11 12 12 9 12 10 9 8 8 6 5 4 4 3 4 2 3 3 2 2 。 1，383 
出
公庫・市中償還金 。 。 o 。 o 。 。 。 。 。 。 。 。 o o o 。 。 。 。 。 D 。 。 7，690 

所有者分収金 37 41 41 34 47 36 31 29 31 22 19 14 13 11 12 9 12 9 7 B 4 4 3 D 3，436 

収支の差 137 151 149 118 145 127 113 103 110 83 70 53 47 41 46 32 44 35 25 29 15 13 10 。 4，111 
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4 作業工程

年

月

定

の

取

り

組

み

後

廃

i上

H23 H24 

門司0-12月1 1-3月

口
12月 11-3月 14-6月 17-9月 110-12月11-3月 14-6月

「ーー聞ー

O所有者の同意取得

O森林管理区分及び分収割合の調整

:、Jレ
l¥ ¥ O公社改革推進協議会(仮称)を

{ー占.J¥ 11設立(各林務環境事務所管内)
O改革について所有者に説明

1¥ 0定款等
の県への

協議

'---ーーー

生去

益
法
人

制

度
改
革

の
手

続
き
期日l限

改

革

プ

L-

フ 0理事会、評議員会開催

。許可申請内容の県との
、
;./ 

策

定

10公益財団法
| に移行

民孟お催
〈議決事項〉

• H29. 3を目標とした公社廃止
-森林管理区分及び分収割合の見直し方針
.公益財団法人への移行

1-..-

i 1 
※改革の作業工程

平成 24年 1月~

4-6月

H26 H27 H28 H29 

7-9月7-9月 110-12月11-3月 14-6月 17-9月 110-12月11-3月 14-6月 17-9月 110-12月11-3月 14-6月

| I I I I I I 

(μω一社悼時資位zの「十一一分畑畑酉配一己1[

]口

O 清算計画書の提出

~2月議会への議案提出

0公社解散総会・清算計画の承認
O公社の廃止と清算計画の実行
O分収林の県への移管

ィア
-改革の取り組みに向けた準備

(各地域への林業公社改革推進協議会(仮称)の設立等)

.土地所有者への説明

.公社を公益財団法人に移行

関公社を廃止

4月~
平成25年
平成 29年3月目途

内，

L1
 

10-12月

仁



第5 計画期間等 (改革プランP.1 6) 

1 計画期間

本プランの計画期間は、平成24年度から公社の解散手続きに要する

平成28年度までの聞の5年間とする

2 改革の点検評価

実施状況について、毎年度点検、評価し、必要に応じて見直しを行う

3 その他

O 公社は、国が進めた拡大造林政策の担い手として全国各地で設立

O 人工林の適切な整備を進めることにより、森林資源の造成や国土の保全、

農山村経済の振興等を図ってきたことから、これまで国に対して支援を要

5青

O 今後も引き続き、次の項目について要望を行っていくこととする。

(1)森林整備事業に係る補助制度の拡充強化

(2 )公営企業の廃止等に係る地方債の延長など、累積債務処理対策の維

持・拡充

(3 )林業公社を支援する地方公共団体への地方財政措置の更なる拡充

q
J
 
1
 


